
【様式第1号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 37,154,198   固定負債 12,510,957

    有形固定資産 32,595,465     地方債等 9,759,925

      事業用資産 15,778,044     長期未払金 -

        土地 3,861,116     退職手当引当金 1,660,657

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,090,375

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,571,612

        建物 34,767,105     １年内償還予定地方債等 1,251,285

        建物減価償却累計額 -23,422,679     未払金 8,189

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 603,716     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -266,913     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 184,239

        船舶 -     預り金 107,722

        船舶減価償却累計額 -     その他 20,176

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 14,082,568

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 39,598,710

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -12,872,677

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 995,124

        その他減価償却累計額 -896,195

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 136,768

      インフラ資産 16,078,693

        土地 1,987,541

        土地減損損失累計額 -

        建物 122,113

        建物減価償却累計額 -55,042

        建物減損損失累計額 -

        工作物 38,112,867

        工作物減価償却累計額 -24,090,406

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,620

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,389,262

      物品減価償却累計額 -1,650,535

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 254,336

      ソフトウェア 45,268

      その他 209,068

    投資その他の資産 4,304,398

      投資及び出資金 1,253,605

        有価証券 600

        出資金 1,253,005

        その他 -

      長期延滞債権 429,283

      長期貸付金 23,748

      基金 2,572,698

        減債基金 -

        その他 2,572,698

      その他 56,580

      徴収不能引当金 -31,516

  流動資産 3,654,404

    現金預金 988,506

    未収金 218,022

    短期貸付金 -

    基金 2,444,512

      財政調整基金 2,151,057

      減債基金 293,455

    棚卸資産 4,097

    その他 -

    徴収不能引当金 -733

  繰延資産 - 純資産合計 26,726,034

資産合計 40,808,602 負債及び純資産合計 40,808,602

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 17,572,605

    業務費用 7,963,392

      人件費 2,593,872

        職員給与費 2,083,634

        賞与等引当金繰入額 184,239

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 325,999

      物件費等 5,173,123

        物件費 3,062,227

        維持補修費 321,048

        減価償却費 1,785,466

        その他 4,382

      その他の業務費用 196,398

        支払利息 40,192

        徴収不能引当金繰入額 18,635

        その他 137,570

    移転費用 9,609,213

      補助金等 8,066,898

      社会保障給付 1,527,327

      その他 14,988

  経常収益 3,184,169

    使用料及び手数料 1,003,696

    その他 2,180,473

純経常行政コスト 14,388,436

  臨時損失 658

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 658

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 10,670

    資産売却益 2,224

    その他 8,446

純行政コスト 14,378,424



【様式第3号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,060,871 39,669,776 -13,608,904 -

  純行政コスト（△） -14,378,424 -14,378,424 -

  財源 15,021,256 15,021,256 -

    税収等 9,231,552 9,231,552 -

    国県等補助金 5,789,704 5,789,704 -

  本年度差額 642,833 642,833 -

  固定資産等の変動（内部変動） -93,395 93,395

    有形固定資産等の増加 1,171,230 -1,171,230

    有形固定資産等の減少 -1,804,652 1,804,652

    貸付金・基金等の増加 1,044,332 -1,044,332

    貸付金・基金等の減少 -504,305 504,305

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 22,330 22,330

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 665,163 -71,065 736,228 -

本年度末純資産残高 26,726,034 39,598,710 -12,872,677 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：横芝光町

会計：全体会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,815,481

    業務費用支出 6,204,689

      人件費支出 2,602,271

      物件費等支出 3,439,153

      支払利息支出 40,192

      その他の支出 123,073

    移転費用支出 9,610,791

      補助金等支出 8,066,898

      社会保障給付支出 1,527,327

      その他の支出 16,567

  業務収入 17,790,575

    税収等収入 9,143,552

    国県等補助金収入 5,620,503

    使用料及び手数料収入 1,024,739

    その他の収入 2,001,781

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 6,417

業務活動収支 1,981,510

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,096,079

    公共施設等整備費支出 1,156,516

    基金積立金支出 911,856

    投資及び出資金支出 20,008

    貸付金支出 3,620

    その他の支出 4,079

  投資活動収入 657,790

    国県等補助金収入 225,898

    基金取崩収入 383,295

    貸付金元金回収収入 3,258

    資産売却収入 2,224

    その他の収入 43,115

投資活動収支 -1,438,289

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,264,866

    地方債等償還支出 1,249,325

    その他の支出 15,541

  財務活動収入 714,900

    地方債等発行収入 714,900

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 104,837

本年度歳計外現金増減額 -2,642

本年度末歳計外現金残高 102,195

本年度末現金預金残高 988,506

財務活動収支 -549,966

本年度資金収支額 -6,745

前年度末資金残高 893,055

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 886,310



全体財務書類 注記

1 重要な会計方針

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････該当事項はありません。

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当事項はありません。

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項はありません。

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 15年～50年

工作物 10年～60年

物品 3年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産



･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

該当事項はありません。

② 徴収不能引当金

過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。

③ 退職手当引当金

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

③ 損失補償等引当金

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ています。

④ 賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割

合（4/6か月）を乗じた額を計上しています。

⑹ リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っていま

す（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準

じて会計処理を行っています）。

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として

います。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払

いも含みます。

⑻ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（地方公営企業会計）については、税抜方式によっています。

2 重要な会計方針の変更等

(1) 会計処理の原則

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」に基づく、財務書類の作成

を行っています。

3 重要な後発事象

該当事項はありません。



4 偶発債務

該当事項はありません。

5 追加情報

⑴ 連結対象会計

連結方法は次のとおりです。

① 特別会計は、すべて全部連結の対象としています。

② 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

⑵ 出納整理期間

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

⑶ 表示単位未満の取扱い

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

普通財産のうち活用が図られていない公共資産

イ 内訳

該当事項はありません。

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 ―

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 ―

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ―

病院事業会計 地方公営企業会計（法適） 全部連結 ―

農業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ―

東陽食肉センター特別会計 地方公営企業会計（法非適） 全部連結 ―



附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細 年度：令和3年度

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)


(G)

事業用資産  41,929,215  386,292  1,951,677  40,363,830  24,585,787  770,089  15,778,044
　土地  3,762,817  98,299 -  3,861,116 - -  3,861,116
　立木竹 - - - - - - -
　建物  36,546,125  169,940  1,948,959  34,767,105  23,422,679  673,702  11,344,426
　工作物  600,873  2,843 -  603,716  266,913  18,400  336,803
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他  995,124 - -  995,124  896,195  77,986  98,929
　建設仮勘定  24,276  115,210  2,718  136,768 - -  136,768
インフラ資産  39,520,414  703,727 -  40,224,141  24,145,448  802,211  16,078,693
　土地  1,916,229  71,312 -  1,987,541 - -  1,987,541
　建物  121,041  1,073 -  122,113  55,042  3,281  67,071
　工作物  37,481,524  631,343 -  38,112,867  24,090,406  798,930  14,022,461
　その他  1,620 - -  1,620 - -  1,620
　建設仮勘定 - - - - - - -
物品  2,369,485  100,848  81,070  2,389,262  1,650,535  191,096  738,728
合計  83,819,115  1,190,867  2,032,748  82,977,234  50,381,769  1,763,396  32,595,465

※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。


